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EE璽璽聾璽聾重量轟重重量襲
我が国は、少子高齢化の進展、経済成長と財政再建の両立、東日本大震災の経験を踏まえた災害に強

い街づくりなどの複合的な課題を抱えている。とりわけ、中園地域は中山間地域のウェイトが高く、全

国を上回るスピードで高齢化が進行するなど課題の先行地域である。

一方で、モパイル、クラウド、センサ網など情報通信技術(以下、 1CT)が急速に進展し、これま

で活用されていなかった膨大な情報や、異なる分野の情報などを活用し、地域が抱える課題の解決や新

産業・新サービス創出を図ることへの期待が高まっている。政府においても、日本再興戦略で、「世界最

高水準のオープンデータやビッグデータ利活用の推進」を掲げるなど、情報の利活用環境整備を推進し

ている。

このような状況の下、中国経済連合会では、中園地域 ICT利活用研究会を設置し、地域社会の複合

的な課題を効率よく解決するとともに、こどもから高齢者まで一人ひとりが安心・安全・豊かさを実感

できる街づくりを実現することを「地域社会のスマート化」と定義し、この実現に向けて検討を進めて

きた。

本報告書は、中園地域 ICT利活用研究会におけるこれまでの検討結果をふまえ、地域社会のスマー

ト化に向け、今後の取り組むべき事項について提言を行うものである。

地域社会ではさまざまな分野においてスマート化に向けた取り組みが進んでいる。中園地域 ICT利

活用研究会では、講演会や事例研究、特定分野に関する分科会での意見交換などを行い、メンバーから

の提案も求めつつ、地域社会をスマート化するための方策や課題、今後の方向性について検討を重ねた。

2. 1 行政における政策形成・サービスの高度化

行政に蓄積された様々なデ}タにパーソナノレデータなどから得られる大量の情報を加えて総合的に解

析することで、行政運営の現状や課題を把握し、行政サービスや都市計画など、政策形成の高度化が可

能となっている。また Facebookなどのソーシヤルサービスを活用し、住民とのコミュニケーションを密

にするだけでなく、街づくりに対する住民の生の声を収集し、施策に反映するなど住民参加型の政策形

成も始まっている。

行政サービスについても、従来の住民申請に基づく方式から、行政自らが ICTを活用し住民に対し

て必要な情報を必要な時期に提供する、いわゆる「プッシュ型」のサービスも採用されつつある。

さらに、職場・住居・余暇活動空聞が分断されがちな現代社会にあって、地域コミュニティを再生し、

いつでも医療・福祉や子育てなどに関する行政・住民相互の情報交換や世代間交流などを図る場の形成

手段としても、 ICTの重要性が高まっている。

2. 2 公共施設の整備と老朽インフラの維持・補修

従来の公共施設の整備計画は、国勢調査や住民基本台帳などの静的なデータを基礎に、多くの仮定を

前提とする利用予測にもとづいていた。今日では、スマートフォンの位置情報と利用者の年齢層や性別

という属性情報を組み合わせて、特定の場所について、曜日や時間ごとにそこにどのような人がいるか

という傾向まで把握することが可能となっている。これを利用すれば、医療・介護施設を始め、地域の
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特性に応じて、適正な公共施設の設計・配置を行うなど、きめ細やかな施設整備が可能となっている。

道路・橋梁・トンネノレなど老朽化が進む社会インフラの再構築においては、施設に設置された各種セ

ンサや映像データから、リアルタイムに異常を検知するとともに、継続的に劣化状況が把握できる。こ

れにより、点検・補修個所の絞り込みや維持・補修の優先順位を付けるなど、効率的なアセットマネジ

メントを行って、長寿命化と維持更新コストの低減に結び付けることが可能となっている。また、これ

らの情報は、災害時には構造物の被害状況の迅速な把握や復旧活動に活用できる。

小規模な補修については、 ICTの活用で地域住民と協働して対応することでコスト削減を実現して

いる。補修が必要な箇所を発見した住民が、そこをスマートフォンで撮影し位置情報とあわせて行政に

通知することで、道路ノ《トロール費用の削減と迅速な対応が実現している。

2. 3 交通・観光分野

(1 )交通政策の高度化

交通政策の形成においては、車や人の移動などに関して蓄積されたビッグデータを分析し、都市計

画などと重ね合わせて検討することで、交通網の再編計画を最適化することが可能となっている。行

政と交通事業者、通信事業者等が収集したデータを官民で共有して、仮想空間上で大規模な交通社会

実験を実施し、そこで得られた時々刻々変化する交通事象のリアルなシミュレーション結果をふまえ、

より高度な交通体系の実現が容易になっている。

例えば、政府が平成25年 10月から試行している統計GISを利用すれば、小地域単位で時間帯ご

との移動人口の推計が容易に行える状況にあり、パスをはじめとする公共交通機関の路線網やダイヤ

の見直しに活用できる。

また需要の減少が進む公共交通機関の存続のためには、利便性を高めて利用を促進することも重要

である。そのためには、交通機関相互の連携による ICカード決済の一元化や割引制度の拡充、 GPS

からの位置情報やプローブ情報1)に基づいた面子状況や乗り継ぎ案内のタイムリーな提供、さらに ICカ

ードで集積された利用情報にもとづくダイヤ編成の効率化などの方策が求められている。

(2)渋滞緩和や交通事故防止に向け疋利活用

交通情報の中でも、車両からリアノレタイムに収集されるプロープ情報は、渋滞緩和や交通事故防止

に有用である。車両に対しては他の道路関連情報と連携させてカーナピなどを介して提供し、迂回路

へ分散させて渋滞地点の通行量を減らすことができる。公共交通機関の利用者には、パスや列車の位

置を検知して、スマートフォンなどのモバイノレ端末やテレビ、あるいは駅や停留所で運行状況を表示・

案内することにより、遅れや混雑情報をリアルタイムで提供することが可能になる。

プロープ情報の交通事故防止への活用事例として、欧州で国際標準化の動きのあるLDM  (Local 

Dynamic Map)があげられる。とれは、地図に交通情報をマッピングする仕組み2)で、交通事故の減

少に向け多大な効果を期待されている。

また、 1T S 3)を利用して車と車(車車問)、車と人との衝突防止を図ることや、車両に搭載した

センサから急ブレーキやスリップの情報を抽出し、危険エリアとして周辺の車両と情報共有して、事

故防止に役立てることができる。

1)車両の走行位置・車速等を用いて生成された道路交通情報

2)車両の交差点通過情報を共有化し、地図に落とし込むことにより、広域から白車周辺に至る交通状況を統合し、階

層的に管理できる

3)最先端の情報通信技術を利用して人と道路と車両とを'情報でつなぐことにより、交通事故防止・渋滞緩和など道路

交通に関わる課題を解決する高度道路交通システム (IntelligentTransport Syst巴ms)
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(3)交通情報の他分野での利活用

交通情報は、交通以外の様々な分野でも活用が期待されている。例えば、プロープ情報から抽出さ

れた駐車時聞から商業施設などの滞在時間を分析して、魅力ある施設の設計やイベントの開催に活用

できる。また、東日本大震災時に明らかになったように、プローブ情報から被災地周辺の道路の通行

の可否や混雑状況が把握でき、道路・橋梁等被災状況の推測や復旧活動にも役立てることができる。

環境面でも、最適ルートの選択によって渋滞が緩和され、環境負荷軽減につながる。更にはブレーキ

情報から、通行上問題がある箇所を分析し、事故を未然に防ぐ道路整備を進めることができる。

(4)観光分野での利活用

観光地においては、どこから、どのような手段で来ているかといった交通情報、プロープ情報から

得られた車両の滞在時間、スマートフォンの位置情報、性別・年齢などの利用者属性といった様々な

情報をクロスさせて、季節や曜日ごとに分析・把握することで、観光客を対象とした戦略的で効果の

高い施策の実施につなぐことが可能となる。

観光客の利便性向上を目的とする ICTの利活用は、ターゲットが明白で利益に直結することから、

観光ガイドアプリの開発や販促クーポンの配信など各地で展開されている。拡張現実 (AR)4)を観

光案内に活用し利便性を高めた事例も多い。また、外国人観光客のWi-Fi接続ニーズは非常に高く、

無料文は低料金で容易に利用できるネット環境の構築が急がれる。観光客のニーズに合ったコンテン

ツやサービスの提供もインフラと同じく重要である。

2.4 医療、介護分野

(1 )地域医療機関の聞での医療情報の連携・共有

高齢化に伴って増大する医療費を抑制しつつ、限りある医療資源を効率的に活用して、質の高い地

域医療を提供していこうと、病院完結型医療から地域完結型医療へと転換が図られつつある中、医療

機関の機能分担と連携が求められている。診療、検査、投薬などの重複を回避するには、電子カノレテ

などを用いて、連携する医療機関相互で患者の病歴や治療歴などの医療情報を共有することが不可欠

である。こうしたことを踏まえ、医療機関の間で医療情報を相互に利用するための地域医療ネットワ

ークが全国各地で開設されている。このネットワークを通じて、患者の個人情報を保護しながら、医

療機関で発生した情報を適切に共有し、効率的で安心安全かつシームレスな医療が提供されることが

期待される。将来的には、連携・共有に関わるコストを抑制するため、地域の医療機関が共通のクラ

ウド基盤を利用することが望ましい。

簡易な手段として、 1Cカードを使い相互参照を行うケースもある。個人の医療情報を 1Cカード

に記録して持ち歩き、医療機関受診時に提示して、過去の病歴や投薬歴等を正確に把握することがで

きるので、適正な診療につながる。とりわけ救急時には、より迅速な対応が可能となる。

なお 1Cカードの活用については、その多機能性を活かして医療以外の機能を持たせ、利便性を向

上させて普及を促進する動きも見られる。パス等の公共交通機関の利用機能を付加して、支払いに加

え乗降の利用状況を家族に通知することで見守りにも活用されている。なかには、 1Cカードと本人

とを紐付けるだけで上記のようなサービスを簡単に利用できるものもある。災害時に避難場所に 1C 

カードリーダを設置すれば、安否確認が容易かっ確実になる。

4) 知覚から得られる情報に、文字や画像、映像などを重ね合わせることで、肉眼で見えない部分を可視化したり、

関連情報を提供したりする技術 (AugmentedReality) 
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(2)在宅医療や健康管理の実現

2007年の医療法改正以降、入院日数の大幅な短縮が進んできており、急性期以外の患者を対象とす

る在宅医療の重要性が高まっている。地域完結型医療では、患者の自宅がいわばベッドであり、地域

が病棟になる。従って、従来病院で、行っていた巡回やモニタリングを遠隔で行うことにより、在宅患

者の症状悪化の兆候を事前に察知し、ブロッシュ型の医療サービスで悪化の防止や医療コスト圧縮につ

なげることが求められている。

患者の体温計や血圧計等のバイタル情報をセンサで計測・モニタリングし、自動的にメーノレ等で、医

療機関に送り、異常が見られた場合には迅速な対応をとることができる仕組みも構築可能である。ま

た、そこで集積されたデータの解析から、兆候と発病との相関を踏まえた予防医療や、新たな治療法

の開発なども期待できる。さらに、モバイノレ端末のカメラ機能を利用すれば、怪我や健康相談など、

自宅から気楽に相談・処置できる仕組みづくりも容易になる。

財政制約のもとで、医療や福祉への支出を抑制するために、予防医療、介護予防や住民の健康管理

が極めて重要になっている。こうした中、住民の血圧、摂取カロリー、運動量等のバイタノレデータを

蓄積し、その分析結果を積極的に住民の健康管理や日常生活のサポートに活用している自治体もある。

2. 5 防災・減災等への対応
(1 )防災・減災

地域防災を実効あるものとするためには、行政や関係機関中心の共通情報基盤に地域住民や民間企

業も加わり、住民サイドからも情報提供・利用できるものとしていくことが望ましい。

具体的には、避難時の混雑状況、道路・橋梁等の被災状況、迂回方法、避難場所や避難状況、医療

機関の受付、応急対応状況など公共施設の利用状況、さらには、ハザードマップ、避難情報などを位

置情報や写真とあわせて地図上に可視化していく必要がある。

またゲリラ豪雨などの異常気象時に、地域住民や関係組織から脊せられる情報と、気象予報・Web 

カメラなどから収集・提供されるリアルタイム情報を地図上に集約し、 Webやメール・デジタルサ

イネージなどに情報配信していくことも重要である。さらに、特に緊急度が高い案件については、プ

ッシュ型の情報配信により、リアノレタイムに'情報共有を図っていくことも求められる。

これにより、地域は自主自立的な防災対策を講じることができ、二次災害を含め被害を軽減するこ

とが可能になる。持続可能なシステムにするためには、平常時には、観光支援・生活支援・生涯学習

支援等で活用するなど、オープンなシステムにしておくことも大切である。

テレビを活用した取り組みとしては、災害発生時に自治体とテレビ局などの民開放送事業者が連携

して、テレビ画面に災害情報や避難所情報を配信する事例がある。また、テレビ電源のON/OFF状況を

収集・解析し、長時間の履歴から異常を検知する見守りサービス等にも活用されている。

(2)防犯・安全

犯罪の減少には、発生場所、内容を地図や集計表で見える化し、タイムリーに住民等へ公表するこ

とが効果的である。地域には、犯罪が起こりやすい環境や場所(ホットスポット)があり、それを地

図上にマッピング・可視化し、過去の犯罪発生場所に近づくと警告メッセージが表示されるサービス

提供などを通じて、住民の防犯意識を高め犯罪の予防に繋げることが可能となる。
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2. 6 産業の活性化

~マーケテインク、や経営判断などへの適用によるビジネスチャンスと競争力の確保~

自社で保有する情報を、モバイノレ情報や統計GISなどの自治体からオープンにされた人口動態や消

費支出データなどの情報と照合することで、マーケティングや経営戦略の策定などに非常に有益なもの

となる。このため、データを分析・解析し、新商品・サービスの開発や業務改革に生かすことのできる

「データサイエンテイストj を育成し、さらなるビジネスチャンスの創出や競争力の確保を目指す企業

も出ている。

商庖街では、モバイル端末の位置情報や商庄街カメラで捉えた映像情報などから、人の動きをタイム

リーに分析・予測し、ターゲ、ットとする顧客層にリアルタイムに広告を発信する等、いわゆるスマート

モールの構築への取り組みも始まっている。

また、農業においては、気象データを冷害等の予防や害虫発生の予報等へ活用することも期待される。

2. 7 環境への対応

ICTを活用することで、製造業・サービス業・農業など様々な産業においては生産性の向上、交通

においては渋滞緩和など効率的なエネルギーの利用や環境負荷の軽減が可能となっている。既に、スマ

ートグリッドを構成しているスマートメータやセンサは、地域社会の省エネに重要な役割を果たしつつ

ある。家庭においても、電力の供給状況がリアルタイムで可視化され、遠隔地から電化設備をコントロ

ール、監視・予約を行うなど、きめ細かなエネノレギー制御が可能な時代になっている。

中園地域では、全国を上回るスピードで少子高齢化が進行しており、 2040年の人口はピーク時の 1995

年から 174万人減の 603万人に、高齢化比率は 36.6%になると推計されている。また、中国地域は、面

積の8割を占める中山間地域の居住人口割合が 2割強と全国平均の倍近くにのぼる。人口減少、高齢化

の影響は、中山間地域や高度経済成長期に同世代が一斉に入居した住宅団地においても顕在化しており、

そこでは高齢者などの移動手段を確保することが喫緊の課題となっている。

中園地域は、原爆ドーム、厳島神社、石見銀山の三つの世界遺産にくわえ、出雲神話等の歴史・文化

資源、瀬戸内海、宍道湖等の自然資源など数多くの地域資源を有している。地域への観光入り込み客は

近年微増傾向にあるものの、観光客の主要観光地への偏在や宿泊客の伸び悩みといった課題がある。観

光は、運輸業、宿泊業、飲食業など幅広い産業に関連する、裾野の広く経済波及効果が高い産業であり、

地域の活力維持・創生を図るには、より一層の観光振興が不可欠である。

こうした課題の解決策の検討にあたっては、地域住民の公共交通機関の利用状況や観光客の動線など

に関する情報が不可欠であり、それこそが、必要な情報を効率的に収集・解析・可視化できる ICTの

機能を最大限活用する場なのである。

3. 1 交通・観光政策など行政での高度な利活用

公共交通機関は、通勤や通学、通院、買い物、交流など多様な社会活動への参加を支援する重要な役

割を担っているが、少子高齢化の進展と歩調を合わせ、地方圏、とりわけ中山間地域を中心にその利用

者が減少している。公共交通の事業者は社会生活保障の観点からネットワークの維持に努めているが、
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営利企業として不採算路線の縮小などを進めざるを得ないこともあり、結果として更なる利便性の低下、

利用者の減少という悪循環を生んでいる。公共交通機関の利便性を高め、悪循環を断ち切る取り組みと

して参考になるのが鳥取県の事例である。

鳥取県では、パス鉄道利用援助システム(以下、パスネット)を導入している。パスネットは、鳥取

県内のほとんどの鉄道、パスを網羅した経路探索サービスで、携帯電話・スマートフォン、公共施設に

設置された案内システムから利用できる。その特徴は、①!駅やノミス停以外に鳥取県内1万箇所のランド

マーク 5)からの検索を可能としていることに加え、パスに搭載したGPS機能付のスマートフォンから

の位置情報を基に、②パスのロケーション表示、③道路の混雑などによるパスの遅れを加味した高度な

検索機能の実装、④パス事業者と協力したきめ細かなパス運行データの管理の実施、にある。パスネッ

トには現在、毎月 10万件ものアクセスがあり、地域住民や観光客の移動を支えている。

鳥取県の事例は、既存の路線・ダイヤの枠組みのなかで、県内の公共交通機関の利便性を高める取り

組みであるが、今後も進行する少子高齢化社会に対処するには、公共交通機関を含む移動手段のネット

ワークを再構築し、地域全体として高い利便性を生み出すための更なる対応が求められる。

その第一は、医療・福祉施設、商業施設などの都市機能を、まちの中心部や公共交通機関の駅付近に

集積するコンパクトシティの形成を促進することである。人口規模に合わせて都市の規模を適正化し、

高齢者の割合が年を追って増加する地域住民が、これらの施設へのアクセス手段として自家用車に過度

に頼ることなく、公共交通機関を容易に利用できるようにする必要がある。第二は、地域住民のライフ

スタイノレや観光客の動線をふまえ路線やダイヤの再編を行うことに加えて、駅やパスの停留所が遠方と

なる中山間地域や急勾配が多い団地においては、コミュニティーパスや新たな移動手段として注目され

ている超小型モピリティー6)などを組み合わせた、新たな交通体系を構築することである。

こうした新たな交通基盤の設計にあたっては、公共交通機関の利用・運行情報の他、利用者の属性や

位置情報、人口などに関する公共データなど多種多様な情報を活用することが重要である。

西鉄情報システム株式会社では、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構の平成 24年度

r 1 T融合による新社会シ

ステムの開発・実証プロジ

ェクト」の採択を受けて、

人・モノ・移動体(電車・

パス・車など)の流れと併

せて実世界の情報を収集し、

次世代都市交通システムの

確立に向けた実証試験を進

めている。電車・パスの運

行情報、自動車制御 (CA

N)、スマートフォンの位置

情報、交通系 1Cカードの

乗降・消費情報などのデー

タを収集するとともに、こ

れらを集計・分析・解析す

移動者

Lトトトいい騨酌一…車鞠吋叩の側叩改帆札
枇附附一いγγ問一?川川r川竺噌駕 ， 

電子マネーによる購買情報

る情報交通基盤「移動体デ 出典:西鉄情報システム附「移動体データ銀行で実現する次世代都市交通共通基盤
の構築」中園地域ICT利活用研究会プレゼン資料より (2013.7. 25) 

5)公共施設・観光地・商業施設・学校などその土地の目印となる建造物

6) 自動車よりコンパクトで地域の手軽な移動の足となる 1~2人乗り程度の車両

6 



ータ銀行」を構築し、都市交通サービスの設計、ビジネスモデルの創出に活かそうとしている。

実証試験では、パスのリアノレタイムデータに基づく到着予測時刻、満席・空席情報の提供の他、移動

体の運行a情報を国道事務所の道路拡張整備事業の計画及び効果検証に活用し、効果を上げている。また、

利用者行動履歴のマーケティングへの活用や自動車制御情報を安全運転指導に活用すること等も計画さ

れている。

西鉄情報システム株式会社の取り組みは緒についたばかりであるが、今後は幅広い多種多様な情報を

活用して、交通政策を立案・検証していくことが求められる。

観光施策の立案においても、従来は収集することが困難であったデータを分析することが可能になっ

ており、このような多種多様な情報を活用することが重要である。

株式会社コロプラとKDDI株式会社が、平成25年度に自治体と協力して実施した位置'情報ピックデ

ータ 7)を活用した実証実験では、①観光客の多くは調査対象自治体の近隣県の温泉地やリゾートホテル

に滞在、②車での移動が中心で公共交通機関の利用率は低迷、③周遊型観光は女性客が中心、④体験型

観光は若者が中心、といった観光客の詳細な動態を把握することができ、ターゲットを絞った誘客施策

の策定に有効であることが 位置情報ピックデータを活用した東証実験
分かつた。これまで、観光

動態調査は、 Webアンケ

ートや街頭インタビューが

中心で、観光客の記憶・主

観に依存する、サンブツレ数

が限定されるといった課題

があったが、位置情報など

を活用することで観光動態

の把握が可能になった事例

である。なお、両社は、本

実証実験を受けて、平成25

年 10月に自治体等に観光

動態調査レポートを提供す

るサービスを商用化してい

る。

auスマートフオ〉ユーザーの位盤情報およびf性別・年齢踊jといった
属性情報を活用し、観光動態の把櫨iζ特犯した分析・調置を提施。

潤盟Cむ鵠査対象の舘憤頼り

額計遜りの分析軸

問題@ザ〉コfJj，収集が困難

-IIfJlI講師常語~.J;宜=昌弘守.;;.

利点骨翼鱒!ζ即した翻鷺

利点ゆ柔軟に変更可能な分析軸

ヂ山タにより観光客のr見え封切の実現を毘指す
出典 :KDDI閥「位置情報ビジネスの可能性を探る」

中園地域 ICT利活用研究会プレゼン資料より (2013.10.29)

同様に、株式会社NTTドコモは、自治体と連携し、「商業実態調査(千葉県柏市)Jや「来県観光客

の実態調査(沖縄県)Jなどの実証実験を行い、平成25年 10月から自治体等に観光振興・交通計画・商

圏分析・防災計画の調査レポートを提供するサービスを商用化している。

このように、 ICTを活用した交通・観光分野における地域社会の課題解決の事例を中心にみてきた

が、見落としてはならないのが、 ICTを活用することで、行った施策の効果の検証が容易になること

である。従来人手に頼っていた動態調査・分析作業が自動化され、政策立案、実施、検証、改善のPD

CAサイクルを素早く低コストで回すことができるようになる。

今後の交通・観光政策の実施にあたっては、人・モノ・金に続く情報、とりわけピックデータ・公共

データを積極的に利活用していくことが求められる。

7) a uスマートフォンユーザから個別同意のうえ取得し、匿名化した位置情報及び属性データ
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3. 2 新たな社会サービスとビジネスモデルの創出

ピックデー夕、オープンデータの活用にあたっては、課題解決のみならず新産業・新サービス創出の

視点も重要である。企業など民間によるサービスの創造を促し、より利便性の高い地域社会の実現と地

域振興を図っていく必要がある。

近年、海外の企業では、ピックデータをはじめとする情報を新たな経営資源として活用する動きが活

発化している。具体的な事例として、リアノレタイムに収集した道路状況と通勤ルートの履歴を分析し、

通勤に合わせて安全・迅速な通勤/レートを自動で通知するサービスや、自動車制御情報に基づいて安全

運転励行者の自動車保険料を割り引く保険などがあげられる。また、公共データをビジネスに結びつけ

る動きも萌芽している。英国では、ロンドン交通局の地下鉄運行情報を基に、地下鉄の運行に支障が生

じた際に代替ノレートを配信するサービスが商用化された。

こうした取り組みに共通して言えることは、 ICTが人の行動を理解していること、そして人の行動

に先回りして必要な情報をタイミングよく提供していることであり、ここにビジネスの鍵があると考え

られる。

本研究会においても、地域社会のスマート化に求められるサービスとして、パスと利用者の位置関係

から迅速な移動手段を提案するサービスや、観光客の動線に合わせて周辺観光地・モデ、ノレ観光ルートを

配信するサービス等に意見が多くあがった。

我が国においても、ピックデー夕、オープンデータを新産業・新サービス創出に結びつけ地域振興を

図っていくことが望まれる。

4. 1 地域社会のスマート化をサポートする情報流通プラットフォームの在り方

( 1 )目指すべき情報流通プラットフォーム

これまで、、地域社会の課題解決における新たな ICT活用事例や、その新産業・新サービス創造に

おける活用のあり方を概観してきた。民間事業者の保有する業務データを適切に集計・加工してまと

めれば、地域における産業・商業の活動傾向や物流・人流の実態把握に極めて有用であり、地域にお

ける政策の企画立案や合意形成に活用することができる。加えて、事業者間でも、噌好や購買などの

消費者行動に関するデータの業種を超えた共有により、新たな顧客の開拓に繋げることが可能である。

さらに、これらのデータと、行政機関が保有する信頼性の高い公共データを相互に結びつければ、地

域社会の環境や利用者ニーズの変化に対応した効率的なサービス提供を可能にする価値ある情報を生

み出すことができる。このように、様々な分野の多種多様な'情報を相互に結びつけることで、情報は

価値を高め、地域課題の解決やイノベーションにつながるものとなる。こうした取り組みを体系的な

ものにするには、第3章の「移動体データ銀行」に例示されるように、出所が多岐にわたる情報への

到達コストを最小化し、利活用のハードノレを下げることが肝要である。

今後は、これまで、事業者・行政・利用者の各々で管理されていた電車・パスの運行情報、自動車

制御、スマートフォンの位置情報、交通系 1Cカードの乗降・消費情報、さらには行政機関の公共デ

ー夕、ソーシャルサービスの口コミ情報などを収集・蓄積し、分析するための共通基盤としての「情

報流通プラットフォームj を構築・運用していくことが求められる。
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(2)情報流通プラットフォームに求められる視点

情報流通プラットフォームは、行政データから個人の活動記録まで、多種多様な性質、出所、形態

の情報を流通させる必要があり、情報の性質に対応した複数の流通の仕組みを提供する、という視点

が必要とされている。

例えば、個人情報を除いた行政データは、本来的に地域で共有すべきものであり、地域社会の誰も

が無償で利用できる必要がある。プラットフォームは、このような情報に関するディレクトリ(内容

と所蔵等に関する情報)と入手・利用方法を提供するものである。民聞が事業活動に伴って収集・蓄

積したデ}タについては、ディレクトリに加えて利用条件、価格、支払い方法といった、不特定多数

の提供者と利用者とをマッ スマート社会の実現に向けた情報満遍プラットフォームのあり方(イメージ)

チングさせる市場としての

役割が必要になる。さらに、

位置情報や行動記録など個

人が提供元となる情報につ

いては、それらが条件を守

って利用されることや、対

価としてのサービスや報酬

を提供することが担保され

る必要がある。利用にあた

り対価が必要な情報の流通

には、このような「データ

マーケットjや「データ銀

行Jと称される仕組みが適

している。

Zマート7オン事タブレツト聞東時漫遇、非慎蝕・センサ IIスマート掛金... 置に由回全惜蝿櫨温PF:干ータマーケット[事-<!r価梓1由活用
揖備の向占、 3G/LTE・削・FIスポット由工リア拡大、 G時事| 卜個人悼、自色白パーソナルデータを「データマーケット」に揖峨す晶ことで対面を得る.
空間情倒閣聾傭噂唱よ畠l町田温闘が、個人圃怯や位置情相111・事担附/行政は、自らもっ事難者/存政データを「データマーケット」に提供するとともに
を官めたビツfデータ白書晶な眼鎗を寓硯しつつ.~. I I 必要なデータ由晶『データマーケット」から借り入れ提供するザーピスの向上につなげる.

・嚢通園整備計圃へ却原略、

(3)情報流通プラットフォームが有すべき機能

情報流通プラットフォームには、①高度なセキュリティ機能、②個人情報などに配慮した匿名化機

能、③膨大な情報の中から合致したものを素早く取り出すための情報の内容・属性・仕様に関するデ

ィレクトリ機能、④適正利用のための取引ルーノレ、⑤料金回収などの機能、を実装することが求めら

れる。

また、この情報流通プラットフォームをより地域に密着したものにするため、地域コミュニティに

関わる医療・育児・学校・自治体などの情報共有・交換の場としても活用できるよう、地区や分野ご

とにカテゴリ化された地域版のソーシヤノレサービス機能などを持たせることも重要である。

(4)情報流通プラットフォームの構築に向けだ取り組み

情報流通プラットフォームの目的が、地域課題の解決に向けた地域内の主体による情報の相互利用

の促進であることから、当初は地域社会を基盤として構築していくことが望ましく、また現実的でも

ある。それにより、情報の提供者及び利用者、利用する情報の範囲などに一定の制限が設けられる可

能性もある。しかし、地域を限定することで、例えば、行政データのオープン化への取り組みにおい

て、自治体が提供するデータの範囲、形式、方法等に関する地域共通のルールを定めやすくなる。ま

た、プラットフォームを経由して行政データを提供する仕組みにすれば、地域の民間事業者や住民が

情報を利用しやすくなり、データ利活用のノウハウを官民共同で蓄積することにもつながる。さらに、

民間事業者や住民による情報提供においても、情報の利用者を地域内に限定することで、適正な利用
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に向けた監視が容易になり、ノレールを逸脱した利用への懸念も軽減されるであろう。

4. 2 実現を促進するための環境整備

情報流通プラットフォームの実現を促進するためには、次の(1)'" (5)の環境整備のうち進めら

れるものから着実に進めることが必要である。

(1 )データ利用のための法制度・ガイドラインの整備

福井県鯖江市や千葉県千葉市など公共データのオープン化を積極的に進めている自治体もあるが、

他の自治体の取り組みは低調である。この一因として、自治体が情報を公開する際にルーノレがないこ

とがあげられる。例えば、防災マップは、閲覧・配付の規定はあるがデータ提供の規定が整備されて

いない。

政府は早急に自治体のデータ公開に関するノレールを明確化し、自治体の公共データの公開を後押す

るとともに、各自治体のオープン化の状況やその効果を公表するなど、継続的なデータ公聞が促進さ

れやすい仕組みづくりを行うべきである。また、民間企業が容易かっ安心して公共データを利活用で

きるよう、コンビュータ処理可能な形式での公開を原則とするとともに、営利利用を含め自由な編集・

加工を認めるよう二次利用のルールを明確化する必要がある。さらに、自治体を跨るデータの横断的

検索や組合せを容易とするため、公共データのフォーマットの統ーも重要である。

また、ビッグデータは個人情報と結ひ、つくことが多く、企業は匿名化した情報においても目的外利

用を禁じた個人情報保護法への抵触や社会的受容性などを懸念し、ビジネス展開を酵賭する事例もあ

る。 ]R東日本がsu c a (スイカ)の乗降履歴などのデータの提供を一時中止したことは記憶に
新しい。政府は、基本法の制定などにより ICT利活用の理念や必要性を明確化するとともに、匿名

化の粒度等バランスを配意するなかで、個人情報保護法や著作権法の見直し等を行い、情報を安心し

て低廉に利用できる環境を早急に整備していく必要がある。

(2)地域社会の合意形成と行政機関の強いリーダシップによる推進体制の構築

情報流通マーケットでは、事業者、行政機関、利用者などの幅広い情報の収集が必要となることか

ら、マーケットへの情報提供に関する調整が必要となる。また、地域課題の解決に向けては、地域住

民と事業者、事業者間の利害調整が必要となることも想定される。このため、情報流通マーケットの

構築・運用には、地域社会の合意形成が必要となり、第三者的に調整可能な行政機関がその機能を果

たすことが期待される。

(3)持続可能な仕組みとするためのインセンティブ

情報流通プラットフォームを持続可能なものとするためには、情報提供に関する受容性を高める必

要がある。これには、個人情報などのフ。ライパシーに配慮するなど、情報提供に対する安心感等を醸

成していくとともに、提供された情報を地域の課題解決やイノベーションにつなぎ、社会に還元して

いくことが何よりも大切である。そのうえで、情報提供者にポイントなどのメリットを還元していく

ことも検討する必要がある。

(4)情報流通プラットフォームを活用レ疋地域課題の解決

地域の課題は、①地域の課題と目標(課題解決後の姿)の定義、②データ収集、③データの分析・

結果の明確化、④解決策のデザイン、⑤社会実装のPDCA、をしっかりと回して解決に取り組む必

要がある。各段階では情報流通プラットフォームなどを利用して、情報を最大限に活用していくこと
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が重要である。なお、顕在化していない課題の洗い出しや、解決策のデザインにあたっては、広くア

イデアを募る観点から地域住民や企業から参加者を募集するアイデアソンを開催することも有効であ

る。中園地域においても、 2013年 11月に島根県松江市で実施されるなど、取り組み始めている地域

もある。

また、地域課題の解決に向けては総務省の ICT街づくり推進事業など各地で様々な実証フ。ロジェ

クトが推進されている。実証プロジェクトの成果を見える化し、その成果を構造化したうえで他地域

に水平展開することも忘れてはならない。

(5)地域社会のスマート化を支える ICT人材の育成・確保

地域社会スマート化の鍵を握るのは、言うまでもなく人材である。地域社会の様々な課題をデータ

分析・可視化できるデータサイエンテイストや、地域の人々がベクトノレを合わせて進めるようコーデ

ィネートする人材や、様々な知見に基づいて目利きができる人材などこれからの地域を担いマネジメ

ントできる人材を育成し、優先順位の高い地域課題から解決に向けて取り組んでいくことが望まれる。

EE盟霞聾襲警喜重量聾護霊
国立社会保障・人口問題研究所が 2013年に公表した、 2040年における中国5県の推計人口は 603万

人であり、この先 25年余の聞に、山口県の総人口を上回る 150万人以上が中園地域から消えていくこと

になる。人口減少と高齢化が急速に進行する状況の下、中園地域でも、老朽化した社会インフラの更新

や公共交通・医療・介護といった公共的サービスの維持といった課題に対処しつつ、同時に、激化する

グローパノレな競争に生き残るために、新たな付加価値の高いサービスやビジネスの創出が求められている。

デ、ジタノレ機器の進化、ネットワーク環境の統合化、ソーシヤノレサービスの定着など、近年一段と高度

化した ICTは、これら解決が容易でない課題に取り組む新たな道筋を照らしている。問題解決に必須

であるにもかかわらず、収集手段の欠如や収集・解析費用がネックとなり、これまで利用できなかった

多種多様な情報が、 1 Cチップρやモバイノレ端末、センサ網などを通じてデ、ジタル化され、クラウド上に

ビッグデータとして集積されつつある。同時に行政内部に蓄えられた各種情報の再利用を促進するオー

プンデータ化も加速している。その結果、これらの情報を統計的手法とビッグデータ解析手法で分析し

て地域課題に対するイノベーティブな解決策を提案したり、情報の組み合わせから新たな価値やサービ

スを生み出したりするという、よりスマートな方法で地域課題にアプローチしていくことが可能となっ

てきた。さらにこうした技術の高度化は、より使い易いマン・マシンインターフェースの提供を通じて、

従来は取り残されがちであった「情報弱者」も含めた地域住民全体に等しく便益をもたらし、社会全体

の付加価値の向上に寄与するものである。

本研究会では、このような地域社会のスマート化の方向性について、具体的なイメージと、その実現

手段である情報流通プラットフォームについて検討してきた。情報流通プラットフォームは、これまで、

事業者や行政などが個別に管理してきた情報を、地域における課題解決に不可欠な共通資源として、相

互利用を容易にするための新たな仕組みであり、その実現のための方策や環境整備についても述べてい

る。本提言を機に、スマートな地域社会構築に向けて、この問題に関する議論が一段と深まることを期

待してやまない。

最後に、本研究会に対し、様々な知見や示唆を提供いただいた講師の皆様や、貴重なご意見を賜った

オブザーバーの皆様に感謝の意を表する。
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研究会でのプレゼンテーション

-日本の都市インフラ再設計と ICTの役割

岡野村総合研究所 神尾文彦氏

. 1 C Tスマートタウンを実現するモバイノレ・クラウド連携について

日本電気附 服部監也氏

. 1 C Tを活用した街づくりに関する動向

総務省情報通信国際戦略局 中村裕治氏

.ビッグデータの利活用と富士通の取組

富士通側 伊藤 映氏

-オープンデータに向けた政策動向 ~Open by Default社会の実現に向けて~

経済産業省商務情報政策局 中井康裕氏

.公共交通ネットワーク情報提供・移動活発化推進事業について

広島県庁

-西風新都交通スマート化研究会の動向

広島県広島市役所

山本哲朗氏

箕田和三氏

-持続可能な地域公共交通の可能性~情報通信技術を活用した新たな公共交通の姿を探る~

鳥取大学 菅原一孔氏

.移動体データ銀行で実現する次世代都市交通共通基盤の構築

~次世代都市交通情報共通基盤「移動体データ銀行」で新世界を創造する~

西鉄情報システム側 浦正勝氏

.広島市の現状と課題~I CTビジョンの紹介と観光・交通分野の現状と課題~

広島市役所 西村邦太氏

.交通・観光のサービスイノベーションによる新たな社会価値の創造・スマート化

独立行政法人産業技術総合研究所 持丸正明氏

.位置情報ビジネスの可能性を探る

~位置情報の利活用による地方自治体の観光・地域振興政策への活用~

KDDI側 新居異吾氏

.オープンデータによる地域活性化

~経済産業省と自治体との連携による公共データオープン化~

経済産業省 官里孝則氏

.人流データなど交通系ビッグデータを活用した次世代都市経営について

側日立製作所 森岡道雄氏
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